


 

 

 

 

本計画では、「障がい」及び「障害」の表記について、下記のとおりとします。 

◆ 特定の事項を示さない一般的な言い回しについては「障がい」と表記します。 

◆「法令や条例等に基づく制度や施設名等の名称」や「組織名」、「事業等の固有名称」

等についてはそのまま表記します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障がい」及び「障害」の表記について 
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第 3 期障がい児福祉計画

第 4 期障がい者計画

第 8 期障がい福祉計画

第 4 期障がい児福祉計画

 

第１章 計画策定に当たって 
 
 

１．計画の概要 
 
 

（１）計画策定の趣旨 

松島町（以下「本町」という。）では、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に基づき、障害福祉サー

ビス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標、必要なサービ

ス量の見込み及びその確保方策について定める計画として、障がい福祉計画を策定

し、障がいのある人の現状を考慮しながら障害福祉サービス等の円滑な提供を図っ

てきました。 

この度、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度を期間とする「第６期松

島町障がい福祉計画及び第２期松島町障がい児福祉計画」の期間が満了を迎えたこ

とを踏まえ、障害福祉サービスや児童福祉法に基づくサービス等の目標値や見込み

量を明らかにした「第７期松島町障がい福祉計画及び第３期松島町障がい児福祉計

画」（以下「本計画」という。）を一体的に策定するものです。 
 
 

（２）計画の位置付け 

第７期松島町障がい福祉計画は、障害者総合支援法第 88 条に基づく「市町村障

害福祉計画」として策定するもので、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支

援事業の成果目標やサービス見込み量及びその見込み量を確保するための方策等

を定めるものです。 

第３期松島町障がい児福祉計画は、児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村

障害児福祉計画」として策定するもので、障害児通所支援及び障害児相談支援等の

見込み量及びその見込み量を確保するための方策等を定めるものです。 
 
 

（３）計画期間 

本計画の計画期間は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの 3年

間とします。ただし、社会情勢の変化等を踏まえ、見直しの必要がある場合は、柔

軟に対応します。 
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２．基本指針見直しの主な事項と成果目標 
 
 

基本指針とは、市町村及び都道府県が「障がい福祉計画」及び「障がい児福祉計

画」を策定するに当たり、国が示す基本的な方針のことです。本計画は基本指針に

則して策定することとされています。 
 
 

（１）基本指針見直しの主な事項 

① 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

・重度障がい者等への支援に係る記載の拡充 

・障害者総合支援法の改正による地域生活支援拠点等の整備の努力義務化等を踏

まえた見直し 
 
 

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神保健福祉法の改正等を踏まえた更なる体制整備 

・医療計画との連動性を踏まえた目標値の設定 
 
 

③ 福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行及び定着に係る目標値の設定 

・一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用に係る記載の追記 
 
 

④ 障がい児のサービス提供体制の計画的な構築 

・児童発達支援センターの機能強化と地域の体制整備 

・障がい児入所施設からの移行調整の取り組みの推進 

・医療的ケア児等支援法の施行による医療的ケア児等に対する支援体制の充実 

・聴覚障がい児への早期支援の推進の拡充 
 
 

⑤ 発達障がい者等支援の一層の充実 

・ペアレントトレーニング等プログラム実施者養成推進 

・発達障がい者地域支援マネージャーによる困難事例に対する助言等の推進 
 
 

⑥ 地域における相談支援体制の充実強化 

・基幹相談支援センターの設置等の推進 

・協議会の活性化に向けた成果目標の新設 
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⑦ 障がい者等に対する虐待の防止 

・自治体による障がい者虐待への組織的な対応の徹底 

・精神障がい者に対する虐待の防止に係る記載の新設 
 
 

⑧ 「地域共生社会」の実現に向けた取り組み 

・社会福祉法に基づく地域福祉計画等との連携や、市町村による包括的な支援体

制の構築の推進に係る記載の新設 
 
 

⑨ 障害福祉サービスの質の確保 

・都道府県による相談支援専門員等への意思決定支援ガイドライン等を活用した

研修等の実施を活動指標に追加 
 
 

⑩ 障がい福祉人材の確保・定着 

・ICT（情報通信技術）の導入等による事務負担の軽減等に係る記載の新設 

・相談支援専門員及びサービス管理責任者等の研修修了者数等を活動指標に追加 
 
 

⑪ よりきめ細かい地域ニーズを踏まえた障がい（児）福祉計画の策定 

・障害福祉 DB（データベース）の活用等による計画策定の推進 

・市町村内のより細かな地域単位や重度障がい者等のニーズ把握の推進 
 
 

⑫ 障がい者による情報の取得利用・意思疎通の推進 

・障がい特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成等の促進に係る記載の新設 
 
 

⑬ 障害者総合支援法に基づく難病患者への支援の明確化 

・障がい福祉計画等の策定時における難病患者、難病相談支援センター等からの

意見の尊重 

・支援ニーズの把握及び特性に配慮した支援体制の整備 
 
 

⑭ その他：地方分権提案に対する対応 

・計画期間の柔軟化 

・サービスの見込量以外の活動指標の策定を任意化 
 
 

（２）成果目標（令和８年度末の目標） 

① 施設入所者の地域生活への移行 

・地域移行者数：令和４年度末施設入所者数の６％以上 

・施設入所者数：令和４年度末の５％以上削減 
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② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築（県が設定） 

・精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数：

325.3日以上 

・精神病床における１年以上入院患者数 

・精神病床における早期退院率：３か月後 68.9%以上、６か月後 84.5%以上、

１年後 91.0%以上 
 
 

③ 地域生活支援の充実 

・各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーター

の配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、

年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと 

・強度行動障がいを有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把

握し、支援体制の整備を進めること【 新規 】 
 
 

④ 福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労への移行者数：令和３年度実績の 1.28倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上

の事業所：就労移行支援事業所の５割以上【 新規 】 

・就労定着支援事業の利用者数：令和３年度末実績の 1.41倍以上 

・就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着

支援事業所の割合：２割５分以上 
 
 

⑤ 障害児支援の提供体制の整備等 

・児童発達支援センターの設置：各市町村又は各圏域に１か所以上 

・全市町村において、障害児の地域社会への参加・包容の（インクルージョン）

推進体制の構築 

・重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所等：各市町村又は圏域に１か

所以上 
 
 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

・各市町村において、基幹相談支援センターを設置等 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等【 新

規 】 
 
 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 

・各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 
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３．本町の計画の基本理念 
 
 

本計画は、次の理念のもとに策定しました。 
 
 

（１）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）

の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障がい者等が必要

とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社会参加の実現を図

っていくため、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の整備を進め

ます。 
 
 

（２）身近な実施主体による一元的な障害福祉サービスの実施 

障がい者等が身近な地域で必要な障害福祉サービスを受けることができるよう、

町が実施主体となって、県の適切な支援等を通じて、引き続き障害福祉サービスの

充実を図ります。 

また、発達障がい者及び高次脳機能障がい者については、従来精神障がい者に含

まれ、また難病患者等についても引き続き障害者総合支援法に基づく給付対象とな

っている旨の周知を図るとともに、必要な情報提供を行う等の取り組みにより、障

害福祉サービスの活用を促進します。 
 
 

（３）地域生活への移行・継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供 

障がい者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継

続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障がい者等

の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づくり、

地域の社会資源を最大限に活用します。 

また、今後、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた中長期的な視

点に立った継続した支援を行います。 

更に、精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるに当たり、地

域精神保健医療福祉の一体的な取り組みの推進に加え、差別や偏見のない、あらゆ

る人が共生できる社会の実現に向けた取り組みを推進します。 
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（４）地域共生社会の実現に向けた取り組み 

地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮

らし、生きがいを共に創り、高め合うことのできる地域共生社会の実現に向けて、

引き続き、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくりや制度の

縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域ごとの地理的条件

や地域資源の実態を踏まえながら、包括的な支援体制の構築に取り組みます。 
 
 

（５）障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児支援を行うに当たって、障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障

がい児の健やかな育成を支援します。そのためにも、障がいの疑いがある段階から

身近な地域で支援できるよう、障がい種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支

援を行う障害児通所支援等の充実を図るとともに、県の適切な支援等を通じて、引

き続き必要な障がい児支援が身近な地域で受けられるよう、地域支援体制の構築を

図ります。 

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保

育、教育、就労支援等の関係機関が連携し、切れ目のない一貫した支援を提供する

体制の構築を図るとともに、障がい児が障がい児支援を利用することにより、地域

の保育、教育等の支援を受けることができるようにすることで、全ての児童が共に

成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進します。 

更に、生活する中で、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアを必要とする子ども

（以下「医療的ケア児」という。）が保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の支援

を円滑に受けることができるよう、専門的な支援を要する児童に対し、各関連分野

が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制を構築します。 
 
 

（６）障がい福祉人材の確保 

障がい者の重度化・高齢化が進む中にあっても、将来にわたって安定的に障害福

祉サービス等を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくために、提

供体制の確保と併せてそれを担う人材の確保に努めます。そのためにも、専門性を

高めるための研修の実施や多職種間の連携の推進、障がい福祉の現場が働きがいの

ある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等について、関係者が協力して

取り組んでいきます。 
 
 

（７）障がい者の社会参加を支える取り組み 

障がい者の地域における社会参加を促進するため、障がい者が芸術文化を鑑賞し、

創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保等を通じて、障がい者の個性や能

力の発揮及び社会参加の促進を図ります。 
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年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 高齢化率

（人） （％）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　総人口 14,073 13,820 13,594 13,445 13,264

人数 1,311 1,251 1,218 1,180 1,162

構成比（%） 9.3 9.1 9.0 8.8 8.8

人数 7,428 7,230 7,048 6,936 6,811

構成比（%） 52.8 52.3 51.8 51.6 51.3

人数 5,334 5,339 5,328 5,329 5,291

構成比（%） 37.9 38.6 39.2 39.6 39.9

 　年少人口（15歳未満）

 　生産年齢人口（15～64歳）

 　老年人口（65歳以上）

 
 

４．障がいのある人の状況 
 
 

（１）人口の推移 

住民基本台帳人口における本町の人口は減少傾向にあり、平成 30（2018）年度

から令和 4（2022）年度までの 4年間で 809人（5.7％）減少し、令和 4年度末

現在で 13,264人となっています。 

平成 30（2018）年度から令和 4（2022）年度にかけて、年齢 3区分別にみる

と、それぞれ概ね減少傾向にあります。「老年人口」についてみると、令和 4（2022）

年度末現在で 5,291人、高齢化率は 39.9％まで上昇しています。 

このように、本町においても人口減少、少子高齢化が進行しています。 
 
 

◆ 年齢３区分別人口・構成比、高齢化率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：住民基本台帳人口（各年度末現在） 
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（２）世帯数の推移 

住民基本台帳人口における本町の世帯数は、令和 4（2022）年度末現在で 5,742

世帯となっています。１世帯当たりの人員は平成 30（2018）年度から令和 4（2022）

年度にかけて減少傾向にあり、令和 4（2022）年度末現在で 2.31人まで減少して

いることから、核家族化、単身世帯の増加がうかがえます。 
 
 

◆ 世帯数、１世帯当たり人員の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：住民基本台帳人口（各年度末現在） 
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H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　身体障害者手帳所持者数 615 627 618 595 584

人　数 4 5 6 4 5

構成比（%） 0.7 0.8 1.0 0.7 0.9

人　数 130 131 129 123 115

構成比（%） 21.1 20.9 20.9 20.7 19.7

人　数 481 491 483 468 464

構成比（%） 78.2 78.3 78.2 78.7 79.5

　18歳未満

　18-64歳

　65歳以上

 

（３）障がい者（児）の状況 

① 身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数は、平成 30（2018）年度から令和 4（2022）年度に

かけて概ね減少傾向にあり、令和 4（2022）年度末現在で 584人となっています。 

等級別にみると、「1 級」が最も多く、身体障害者手帳所持者数全体の 3 割以上

となっています。 

また、年齢別にみると、「65歳以上」がもっとも多く、身体障害者手帳所持者数

全体の 7割以上となっています。 
 
 

◆ 等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 年齢別身体障害者手帳所持者数・構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：町民福祉課福祉班（各年度末現在） 
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Ａ（重度） Ｂ（中度）

（人）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　療育手帳所持者数 109 113 119 119 121

人　数 27 27 30 30 26

構成比（%） 24.8 23.9 25.2 25.2 21.5

人　数 73 76 79 81 84

構成比（%） 67.0 67.3 66.4 68.1 69.4

人　数 9 10 10 8 11

構成比（%） 8.3 8.8 8.4 6.7 9.1

　18-64歳

　65歳以上

　18歳未満

 

② 療育手帳所持者数の推移 

療育手帳所持者数についてみると、平成 30（2018）年度から令和 4（2022）年

度にかけて増加傾向にあり、令和 4（2022）年度末現在で 121人となっています。 

判定別にみると、「Ｂ判定（中度）」が多く、療育手帳所持者数全体の 7割以上と

なっています。 

また、年齢別にみると、「18-64歳」が最も多く、療育手帳所持者数全体の 6割

以上となっています。 
 
 

◆ 判定別療育手帳所持者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 年齢別療育手帳所持者数・構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：町民福祉課福祉班（各年度末現在） 
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H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　精神障害者保健福祉手帳所持者数 90 100 94 97 97

人　数 9 8 7 8 12

構成比（%） 10.0 8.0 7.4 8.2 12.4

人　数 54 58 56 55 57

構成比（%） 60.0 58.0 59.6 56.7 58.8

人　数 27 34 31 34 28

構成比（%） 30.0 34.0 33.0 35.1 28.9

　１級

　２級

　３級

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　自立支援医療受給者証所持者数 206 224 244 258 266

人　数 48 52 65 53 59

構成比（%） 23.3 23.2 26.6 20.5 22.2

人　数 2 2 2 2 1

構成比（%） 1.0 0.9 0.8 0.8 0.4

人　数 156 170 177 203 206

構成比（%） 75.7 75.9 72.5 78.7 77.4

　更生医療

　育成医療

　精神通院

 

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、平成30（2018）年度から令和4（2022）年

度にかけて概ね増加傾向にあり、令和4（2022）年度末現在で97人となっています。 

また、等級別にみると、「2級」が最も多く、精神障害者保健福祉手帳所持者数全

体の半数以上となっています。 
 
 

◆ 等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数・構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自立支援医療受給者証所持者数についてみると、平成 30（2018）年度から令和

4（2022）年度にかけて増加傾向にあり、令和 4（2022）年度末現在で 266人と

なっています。 

また、「精神通院」が最も多く、自立支援医療受給者証所持者数全体の 7 割以上

となっています。 
 
 

◆ 自立支援医療受給者証所持者数・構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 難病患者等の状況 

特定疾患医療受給者数は、令和 4（2022）年度末現在で 121人、小児慢性特定

疾病医療受給者数は令和 4（2022）年度末現在で 14人となっています。 
 
  

出典：健康長寿課健康づくり班（各年度末現在） 

出典：町民福祉課福祉班・健康長寿課健康づくり班（各年度末現在） 
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H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

2 6 2 0 0　高次脳機能障がい者（保健福祉事務所における相談者）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

　難病患者等 127 125 143 130 135

人　数 116 113 129 119 121

構成比（%） 91.3 90.4 90.2 91.5 89.6

人　数 11 12 14 11 14

構成比（%） 8.7 9.6 9.8 8.5 10.4

　特定疾患医療受給者

　小児慢性特定疾病医療受給者

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

人　数 46 53 52 63 50 56

　町内小学校 12 26 31 33 39 38

　特別支援学級（うち情緒障がい） 人　数 0 0 4 5 8 3

　通級による指導 人　数 12 26 27 28 31 35

　町内中学校 8 2 13 15 18 11

　特別支援学級（うち情緒障がい） 人　数 2 0 3 0 3 1

　通級による指導 人　数 6 2 10 15 15 10

66 81 96 111 107 105計

　未就学児（0～6歳）（※疑いのある未就学児を含む）

 

◆ 難病患者等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 高次脳機能障がい者の状況 

高次脳機能障がい者（保健福祉事務所における相談者）数についてみると、令和

元（2019）年度末時点では 6人のところ、令和 4（2022）年度末現在では 0人と

なっています。 
 
 

◆ 高次脳機能障がい者（保健福祉事務所における相談者）数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 発達障がい児の状況 

発達障がい児数は、平成 30（2018）年度から令和 5（2023）年度までの 5年

間で 39人（59.1％）増加し、令和 5（2023）年 5月 1日現在で 105人となって

います。 

未就学児（疑いのある未就学児を含む）についてみると、平成 30（2018）年度

から令和 5（2023）年度にかけて概ね増加傾向にあり、令和 5（2023）年 5月 1

日現在で 56人となっています。 

また、町内小学校についてみると、令和 5（2023）年 5月 1日現在で 38人（通

級による指導 35人）、町内中学校については、令和 5（2023）年 5月 1日現在で

11人（通級による指導 10人）となっています。 
 
 

◆ 発達障がい児数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：宮城県（各年度末現在） 

出典：宮城県（各年度末現在） 

出典：教育委員会教育課学校教育班（各年度 5月 1 日現在） 
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（４）障害福祉サービス等の利用状況 

 

① 障害支援区分認定者数の推移 

障害支援区分認定者数についてみると、平成 30（2018）年度から令和 4（2022）

年度にかけて増加傾向にあり、令和 4（2022）年度で 94人となっています。 

障害支援区分別にみると、「区分 2」が最も多く、障害支援区分認定者数全体の約

3割となっています。 
 
 

◆ 障害支援区分認定者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 障害福祉サービス支給決定件数及び障害福祉サービス給付費の推移 

障害福祉サービス支給決定件数は、平成 30（2018）年度から令和 4（2022）

年度にかけて増加傾向にあり、令和 4（2022）年度で 334件となっています。 

また、障害福祉サービス給付費についてみると、令和元（2019）年度から令和 4

（2022）年度にかけて増加傾向にあり、令和 4（2022）年度で 2億 5千万円以上

となっています。 
 
  

出典：町民福祉課福祉班（各年度中） 
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◆ 障害福祉サービス支給決定件数及び障害福祉サービス給付費の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 障害児通所支援支給決定件数及び障害児通所支援給付費 

障害児通所支援支給決定件数についてみると、平成 30（2018）年度から令和 4

（2022）年度にかけて大きく増加しており、令和 4（2022）年度で 89件となっ

ています。 

また、障害児通所支援給付費については、令和 2（2020）年度から令和 3（2021）

年度にかけて大幅に増加しており、令和 3（2021）年度で 3千 7百万円以上、令

和 4（2022）年度で 3千 5百万円以上となっています。 
 

◆ 障害児通所支援支給決定件数及び障害児通所支援給付費の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：町民福祉課福祉班（各年度中） 

出典：町民福祉課福祉班（各年度中） 
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５．関係団体等アンケート調査の結果概要 
 
 

（１）調査の目的と実施概要 

関係団体等アンケート調査は、令和６（2024）年度を初年度とする「第４期松島

町障がい者計画」及び「第７期松島町障がい福祉計画・第３期松島町障がい児福祉

計画」の策定に当たり、障がいのある人を取り巻く現状や課題、今後の方向性に関

する意向などをお聞きすることで、計画策定の基礎資料とすることを目的に実施し

ました。 
 

○ 調査対象：松島町在住の障がい者（児）が利用している、サービス提供事業所、 

療育・保育・教育機関、当事者団体・地域活動団体 

○ 調査期間：令和 5年 6月 19日～7月 10日 

○ 調査方法：メール送付・回収 

○ 配付・回収： 

区 分 配付数 回収数 回収率 

当事者団体・地域活動団体 5 票 5 票 100.0％ 

サービス提供事業所 15 票 15 票 100.0％ 

療育・保育・教育機関 11 票 11 票 100.0％ 

 
 

（２）調査結果の概要 

 

問 活動するうえで課題となっていることはありますか（簡単にご記入ください） 
【 当事者団体・地域活動団体 】 

 

【 主な回答 】 

・会員の高齢化、役員のなり不足 

・会員の高齢化で事業を計画してもなかなか参加する人がいない。若い方の入会

がない …など 
 
 
 

問 事業運営を行ううえで課題となっていることはありますか（簡単にご記入ください） 
【 サービス提供事業所 】 

 

【 主な回答 】 

・利用者の不足、人員不足 

・利用者が高齢となり、次の場の確保 

・雇用型のため、雇用を上回る売り上げを上げていくこと …など 
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問 運営や現場での課題などがありましたらお聞かせください【 療育・保育・教育機関 】 
 

【 主な回答 】 

・支援員が少ないことと、特別支援専門員がいないので、対応の難しさを感じて

いる 

・インクルーシブ教育達成のためには、児童一人ひとりに対応、支援できる人的

配置が欠かせない …など 
 
 
 

問 障がい者（児）を取り巻く現状や身近で感じている課題、松島町に希望することなどに 
ついて、自由にご記入ください【 共通設問 】 

 

① 保健・医療について 

【 主な回答 】 

・町内に医療機関が少ない 

・医療的ケアの小児科の専門医がいない 

・専門医（皮膚科・眼科など）を常勤してほしい 

・相談窓口、相談のできる職員がいるとよい …など 
 
 

② 教育・保育について 

【 主な回答 】 

・他町村も利用しながらの方もいるが、近くをもっと利用できるとよいのでは 

・支援学校との連携や交流 

・相談支援事業所や放課後等デイサービス事業所、ショートステイ事業所等の整

備を考えてほしい …など 
 
 

③ 雇用・就労について 

【 主な回答 】 

・障がい特性を理解したうえ、合理的配慮による雇用、働く場の確保をするため

の指導等も町として考えてほしい 

・就労移行支援事業所など、就労について相談できる場があるとよい 

・障がい者への理解を促進するために、雇用を前提とした実習だけでなく、働く

機会を提供していただくための実習を受け入れてもらいたい …など 
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④ 生活環境や住まいについて 

【 主な回答 】 

・親亡きあとを見据え、住み慣れた地域で安心、安全に暮らせる体制づくりを関

係団体等とともに推進していくことが必要 

・公共賃貸住宅の空き部屋の利用 

・支援を必要とする家庭の継続的な見守りと指導、支援 …など 
 
 

⑤ 障がいへの理解、差別解消・社会参加について 

【 主な回答 】 

・子どもから高齢者まで、多種多様な方々と交流を深めることで障害への理解促

進や差別解消につながるのでは 

・町内の障害者施設をより多くの人に知ってもらうため、交流館などでパネル展

など（情報交換会など）の開催 

・障がいの多様性を子どもから大人まで、あらゆる世代に伝えていくことが必要 

・知識としては十分に持っているであろう支援者であっても、“その方（子）”を

前に日々の支援・指導に一生懸命になると、特性の理解の部分でその知識が活

かされず、関係性の困難さに直面しているように思う。その辺りの対策は、考

える必要があるかもしれない …など 
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第２章 障がい福祉計画 
 
 

１．第６期成果目標の達成状況・第７期成果目標の設定 
 
 

（１）福祉施設から地域生活への移行 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

地域生活への移行を進める観点から、本人の自己決定を尊重し、その家族など関

係者の理解や支援等も得ながら、今後、グループホームや一般住宅等に移行する人

数を見込み、令和 5（2023）年度末における地域生活に移行する人の人数を令和元

（2019）年度末時点の施設入所者の 14.2％である 2 人とすることを目標値とし

て設定しました。 

また、施設入所者数については、国の指針では、令和 5（2023）年度末の施設入

所者数を令和元（2019）年度末時点の施設入所者数から 1.6％削減することを目標

としていますが、地域の障がい者の利用ニーズを踏まえ、削減は見込みませんでした。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

令和元度末時点の施設入所者数 14人 令和元度末時点の施設入所者数 

地域生活移行者の増加 

令和5年度 目標：2人 

令和元年度末時点の福祉施設入所

者の6%以上が地域生活へ移行する。 

令和4年度 実績：0人 

令和5年度 目標：14.2％ 

令和4年度 実績：0.0％ 

施設入所者の削減 

令和5年度 目標：0人 

令和元年度末時点の福祉施設入所

者数から1.6％以上削減する。 

令和4年度 実績：0人 

令和5年度 目標：0.0％ 

令和4年度 実績：0.0％ 
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【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和４（2022）年度末時点の施設入所者数の６％以上を令和８

（2026）年度末までに地域生活へ移行すること、施設入所者数を令和４（2022）年

度末時点の５％以上を令和８（2026）年度末までに削減することを定めています。た

だし、第６期障がい福祉計画で未達成人数がいた場合は、その人数を含めることを定

めています。 
 

項 目 数 値 考え方 

令和4度末時点の施設入所者数 14人 令和4年度末時点の施設入所者数 

【目標値】地域生活移行者の増加 

令和8年度 目標：1人 令和4年度末時点の施設入所者数

の6％以上を令和8年度末までに地

域生活へ移行する。 令和8年度 目標：7.1％ 

【目標値】施設入所者の削減 

令和8年度 目標：1人 
令和4年度末時点の5％以上を令和

8年度末までに削減する。 
令和8年度 目標：7.1％ 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

精神障がい者に対する包括的な支援を行えるようにするため、重層的な連携によ

る支援体制を構築していくことが必要であり、国の方針を踏まえ、保健・医療・福

祉・介護関係者による協議の場を設置し、新たに追加された項目について目標を設

定しました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場の設置 
設置済み 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者によ

る協議の場を通じて、重層的な連携による支

援体制を構築するために必要となる、協議の

場の設置について設定する。 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場の開催回数 

令和5年度 目標：年2回 市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者によ

る協議の場を通じて、重層的な連携による支

援体制を構築するために必要となる、協議の

場の1年間の開催回数の見込みを設定する。 令和4年度 実績：年3回 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場への関係者

の参加者数 

令和5年度 目標：15人 
市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による

協議の場を通じて、重層的な連携による支援体

制を構築するために必要となる、保健、医療、福

祉、介護、当事者及び家族等の関係者ごと（医療

にあっては、精神科及び精神科以外の医療機関

別）の参加者数の見込みを設定する。 

令和4年度 実績：16人 

保健、医療及び福祉関係者

による協議の場における目

標設定及び評価の実施回数 

令和5年度 目標：12回 
市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者によ

る協議の場を通じて、重層的な連携による支

援体制を構築するために必要となる、協議の

場における目標設定及び評価の実施回数の見

込みを設定する。 
令和4年度 実績：1回 

精神障がい者の地域移行 

支援利用者数 

令和5年度 目標：1人 現に利用している精神障がい者の数、精神障が

い者等のニーズ、入院中の精神障がい者のうち

地域移行支援の利用が見込まれる者の数等を

勘案して、利用者数の見込みを設定する。 令和4年度 実績：0人 

精神障がい者の地域定着 

支援利用者数 

令和5年度 目標：1人 
現に利用している精神障がい者の数、精神障が

い者のニーズ、入院中の精神障がい者のうち地

域生活への移行後に地域定着支援の利用が見

込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込

みを設定する。 
令和4年度 実績：0人 

精神障がい者の共同生活 

援助利用者数 

令和5年度 目標：7人 
現に利用している精神障がい者の数、精神障が

い者のニーズ、入院中の精神障がい者のうち地

域生活への移行後に共同生活援助の利用が見

込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込

みを設定する。 
令和4年度 実績：7人 
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項 目 目標・実績 考え方 

精神障がい者の自立生活援

助利用者数 

令和5年度 目標：1人 
現に利用している精神障がい者の数、精神障が

い者のニーズ、入院中の精神障がい者のうち地

域生活への移行後に自立生活援助の利用が見

込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込

みを設定する。 
令和4年度 実績：1人 

 
 

【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度末までに住民に最も身近な基礎的自治体であ

る市町村が中心となり、当事者及び保健・医療・福祉に携わる者を含む様々な関係

者が情報共有や連携を行う体制を構築できるよう、保健・医療・福祉関係者による

協議の場を設置することを原則として設定しています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】保健、医療及び福

祉関係者による協議の場の

設置 

設置済み 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を

通じて、重層的な連携による支援体制を構築するために必

要となる、協議の場の設置について設定する。 

【目標値】保健、医療及び福

祉関係者による協議の場の

開催回数 

年3回 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通

じて、重層的な連携による支援体制を構築するために必要と

なる、協議の場の1年間の開催回数の見込みを設定する。 

【目標値】保健、医療及び福

祉関係者による協議の場へ

の関係者の参加者数 

16人 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通

じて、重層的な連携による支援体制を構築するために必要と

なる、保健、医療、福祉、介護、当事者及び家族等の関係者

ごと（医療にあっては、精神科及び精神科以外の医療機関別）

の参加者数の見込みを設定する。 

【目標値】保健、医療及び福

祉関係者による協議の場に

おける目標設定及び評価の

実施回数 

1回 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を

通じて、重層的な連携による支援体制を構築するために必

要となる、協議の場における目標設定及び評価の実施回数

の見込みを設定する。 

【目標値】精神障がい者の

地域移行支援利用者数 
0人 

現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニ

ーズ、入院中の精神障がい者のうち地域移行支援の利用が

見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込みを設定

する。 

【目標値】精神障がい者の

地域定着支援利用者数 
1人 

現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者のニー

ズ、入院中の精神障がい者のうち地域生活への移行後に地

域定着支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用

者数の見込みを設定する。 

【目標値】精神障がい者の

共同生活援助利用者数 
7人 

現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者のニー

ズ、入院中の精神障がい者のうち地域生活への移行後に共

同生活援助の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用

者数の見込みを設定する。 

【目標値】精神障がい者の

自立生活援助利用者数 
0人 

現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者のニー

ズ、入院中の精神障がい者のうち地域生活への移行後に自

立生活援助の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用

者数の見込みを設定する。 
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項 目 目 標 考え方 

【目標値】精神障がい者の

自立訓練（生活訓練） 

利用者数 

2人 

現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者のニー

ズ、入院中の精神障がい者のうち地域生活への移行後に自

立訓練（生活訓練）の利用が見込まれる者の数等を勘案し

て、利用者数の見込みを設定する。 

 
 
 

（３）地域生活拠点等における機能の充実 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

本町では、宮城東部地域の二市三町共同で地域生活支援拠点センターを設置して

おり、圏域内で連携しながら、機能強化等の体制充実を進めています。 

第 6期障がい福祉計画では、引き続き地域の状況を把握した上で、既に確保して

いる体制の機能の充実に努め、年 1回以上、地域生活支援拠点センターの運用状況

を検証及び検討することとしました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

地域生活支援拠点等の整備 圏域で整備済み 

令和5年度末までに各市町村又は各圏

域に1つ以上の地域生活支援拠点等を

確保しつつ、その機能の充実のため、

年1回以上運用状況を検証・検討する

ことを基本とする。 

地域生活支援拠点等の確保 

令和5年度 目標：圏域で1箇所 

令和4年度 実績：圏域で1箇所 

運用状況の検証・検討 

令和5年度 目標：年1回以上 

令和4年度 実績：年2回 

 
 

【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度末までに、各市町村において地域生活支援拠

点等を整備するとともに、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及

び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用

状況の検証・検討を行うこととしています。 
 
  



 

28 

 

 

 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】地域生活支援拠点等

の整備（複数市町村による共同

整備も可） 

圏域で整備済み 

令和8年度末までに、各市町村におい

て地域生活支援拠点等を整備すると

ともに、コーディネーターの配置など

による効果的な支援体制及び緊急時

の連絡体制の構築を進め、また、年１

回以上、支援の実績等を踏まえ運用状

況の検証・検討を行うこととする。 

【目標値】コーディネーターの

配置等による効果的な支援体

制及び緊急時の連絡体制の構

築【 新規 】 

コーディネーター1名配置済み 

【目標値】年1回以上、支援の実

績等を踏まえ運用状況を検証

及び検討 

年2回 

【目標値】強度行動障害を有す

る者に関し、市町村又は圏域に

おいて支援ニーズを把握し、支

援体制整備を推進【 新規 】 

整備時期：令和8年度 

【目標値】地域生活支援拠点等

の設置箇所数とコーディネー

ターの配置人数、地域生活支援

拠点等が有する機能の充実に

向けた検証及び検討の年間実

施回数の見込み 

地域生活支援拠点等の 

設置箇所数：圏域で1箇所 

コーディネーターの 

配置人数：1人 

検証及び検討：年2回 

 
 
 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

① 福祉施設利用者の一般就労への移行者数 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援を行う事業）を通じて、令和 5（2023）年度中に一般就労に移

行する人数として 2人を目標値として設定しました。 
 
 

② 就労移行支援事業の利用者数の増加 

就労移行支援事業が一般就労への移行における重要な役割を担っていることを

踏まえ、令和 5（2023）年度中に一般就労に移行する人数として 2 人を目標値と

して設定しました。 
 
 

③ 就労継続支援事業における一般就労への移行者数 

就労継続支援事業の事業目的等に鑑み、就労移行支援事業及び就労継続支援Ａ型

事業ともに、令和 5（2023）年度中に一般就労に移行する人数として 1 人を目標

値として設定しました。 
  



 

29 

 

 

 

④ 就労定着支援事業利用者数及び就労定着率 

障がい者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業の利用者

について、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行した人のうち、70％以上が

利用することを目標値として設定しました。 

また、就労定着支援事業所のうち、就労定着率（過去 3年間の就労定着支援の総

利用者のうち前年度末時点の就労定着者数の割合）が 8 割以上の事業所を全体の

70％以上とすることを目標値として設定しました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

令和元年度の一般就労移行者数 0人 令和元年度の一般就労移行者数 

令和5年度末の一般就労移行者数 

令和5年度 目標：2人 令和5年度中までに令和元年度

実績の1.27倍以上の一般就労

への移行実績を達成すること

を基本とする。 令和4年度 実績：5人 

 

うち就労移行支援事業 

令和5年度 目標：1人 令和5年度中に一般就労に移行

する人数を、令和元年度の一般

就労への移行実績の1.3倍以上

とすることを基本とする。  令和4年度 実績：2人 

 

うち就労継続支援Ａ型事業 

令和5年度 目標：1人 令和5年度中に一般就労に移行

する人数を、令和元年度の一般

就労への移行実績の概ね1.26

倍以上を目指す。  令和4年度 実績：3人 

 

うち就労継続支援Ｂ型事業 

令和5年度 目標：0人 令和5年度中に令和元年度の一

般就労への移行実績の概ね

1.23倍以上を目指す。  令和4年度 実績：0人 

一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の割合 

令和5年度 目標：70.0％ 
令和5年度における就労移行支

援事業等を通じて一般就労に

移行した人のうち、7割が就労

定着支援事業を利用すること

を基本とする。 
令和4年度 実績：40.0％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定

着率が8割以上の事業所 

令和5年度 目標：70.0％ 就労定着支援事業所のうち、就

労定着率が8割以上の事業所が

全体の7割以上とすることを基

本とする。 令和4年度 実績：100.0％ 
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【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度における福祉施設の利用者のうち、就労移行

支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業をいう。）

を通じて一般就労への移行実績を、令和３（2021）年度の 1.28倍以上（前計画未

達成割合を加える）にすることを定めています。ただし、第６期計画で未達成人数

がいた場合は、その人数を含めることを定めています。 

また、国の指針では、就労移行支援事業等のうち、就労移行支援事業では令和３

（2021）年度の 1.31倍以上（前計画未達成割合を加える）、就労継続支援事業（Ａ

型）では令和３（2021）年度の 1.29倍以上（前計画未達成割合を加える）、就労

継続支援事業（Ｂ型）では令和３（2021）年度の 1.28倍以上（前計画未達成割合

を加える）にすることを定めています。 

国の指針では、令和８（2026）年度における就労移行支援事業等を通じて一般就

労への移行する人のうち、令和 3（2021）年度末実績の 1.41倍以上が就労定着支

援事業を利用することを定めています。 

また、国の指針では、令和８（2026）年度において、就労定着支援事業利用終了

後一定期間の就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを

定めています。 
 

項 目 数 値 考え方 

令和4年度の一般就労移行者数 5人 令和4年度の一般就労移行者数 

令和3年度末の一般就労移行者数 0人 令和3年度末の一般就労移行者数 

 
うち就労移行支援事業 

（令和3年度） 
0人 

令和3年4月1日から令和4年3月31日までに就労

移行支援事業を利用し、一般就労した人の数 

 
うち就労継続支援Ａ型事業 

（令和3年度） 
0人 

令和3年4月1日から令和4年3月31日までに就労

継続支援事業（Ａ型）を利用し、一般就労した

人の数 

 
うち就労継続支援Ｂ型事業 

（令和3年度） 
0人 

令和3年4月1日から令和4年3月31日までに就労

継続支援事業（Ｂ型）を利用し、一般就労した

人の数 

【目標値】 

令和8年度末の一般就労移行者数 
0人 令和8年度末の一般就労移行者数 

 
うち就労移行支援事業 

（令和8年度） 
0人 

令和8年度において就労移行支援事業を利用

し、一般就労する人の数（令和3年度実績に対

する割合のため、0とした） 

 
うち就労継続支援Ａ型事業 

（令和8年度） 
0人 

令和8年度において就労継続支援事業（Ａ型）

を利用し、一般就労する人の数（令和3年度実

績に対する割合のため、0とした） 

 
うち就労継続支援Ｂ型事業 

（令和8年度） 
0人 

令和8年度において就労継続支援事業（Ｂ型）

を利用し、一般就労する人の数（令和3年度実

績に対する割合のため、0とした） 
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項 目 数 値 考え方 

【目標値】令和8年度末の就労定着支援事

業の利用者数 

3人 

（300.0％） 

令和8年度末の就労定着支援事業の利用者数

（令和3年度末実績の1.41倍以上） 

【目標値】令和8年度末の就労移行支援事

業利用終了者に占める一般就労へ移行し

た者の割合が5割以上の事業所：就労移行

支援事業所の5割以上【 新規 】 

50.0％ 

令和8年度末において就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ移行した者の割合が5

割以上の事業所：就労移行支援事業所の5割以上 

【目標値】令和8年度末の就労定着支援事

業利用終了後一定期間の就労定着率が7割

以上の事業所数 

25.0％ 

令和8年度末において就労定着支援事業利用終

了後一定期間の就労定着率が7割以上の事業所

数を全体の2割5分以上とすること。 

 
 
 

（５）相談支援体制の充実・強化等 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

相談体支援体制を充実・強化するため、基幹相談支援センターにおいて、総合的・

専門的な相談支援を実施するとともに、地域の相談支援体制の強化を実施する体制

を確保することを目標としました。 

令和 5（2023）年度の目標については、12回を目標値とし、地域の相談機関と

の連携強化として、町内の地域包括支援センターや保健福祉センター、各地区の民

生委員・児童委員との連携を図ることを目標としました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

相談支援体制の充実・ 
強化に向けた体制確保 

令和 5 年度 目標：宮城東部地域で体制を確保 

令和 5 年度末までに、各市
町村又は各圏域において、
相談支援の実施及び地域の
相談支援体制の強化を実施
する体制を確保することを
基本とする。 

令和 4 年度 実績：宮城東部地域で体制を確保 

総合的・専門的な相談 
支援の実施 

令和 5 年度 目標：実施 

令和 4 年度 実績：実施 

地域の相談支援体制の 
強化 

専門的な指導・助言 
回数 

令和 5 年度 目標：12 回 

令和 4 年度 実績：12 回 

人材育成の支援回数 

令和 5 年度 目標：12 回 

令和 4 年度 実績：12 回 

相談機関との連携強
化の取り組みの実施
回数 

令和 5 年度 目標：12 回 

令和 4 年度 実績：12 回 
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【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度末までに、市町村において基幹相談支援セン

ターを設置し、基幹相談支援センターが総合的・専門的な相談支援の実施及び地域

の相談支援体制の強化を実施する体制を確保（複数市町村による共同設置も可）す

ることを定めています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】市町村において基幹相談支援セ
ンターを設置し、基幹相談支援センターが
総合的・専門的な相談支援の実施及び地域
の相談支援体制の強化を実施する体制を確
保（複数市町村による共同設置も可） 

設置済み 

令和 8 年度末までに、各
市町村又は各圏域にお
いて、相談支援の実施及
び地域の相談支援体制
の強化を実施する体制
を確保することを基本
とする。 
 
 
 
令和 8 年度末までに、市
町村において基幹相談
支援センターを設置し、
基幹相談支援センター
が総合的・専門的な相談
支援の実施及び地域の
相談支援体制の強化を
実施する体制を確保す
ること。 

【目標値】協議会における個別事例の検討
を通じた地域サービス基盤の開発・改善等
【 新規 】 

12 回 

【目標値】基幹相談支援センターの設置の
有無の見込み【 新規 】 

設置済み 

【目標値】基幹相談支援センターによる 
地域の相談支援事業者に対する訪問等によ
る専門的な指導・助言件数の見込み 

12 件 

【目標値】基幹相談支援センターによる 
地域の相談支援事業者の人材育成の支援件
数の見込み 

12 件 

【目標値】基幹相談支援センターによる 
地域の相談機関との連携強化の取り組みの
実施回数の見込み 

12 回 

【目標値】基幹相談支援センターによる個
別事例の支援内容の検証の実施回数の見込
み【 新規 】 

12 回 

【目標値】基幹相談支援センターにおける
主任相談支援専門員の配置数の見込み 
【 新規 】 

主任相談支援専門員配置人数：1 人 

【目標値】協議会における相談支援事業所
の参画による事例検討実施回数及び参加 
事業者・機関数の見込み【 新規 】 

事例検討実施回数：12 回 
参加事業者・機関数：13 箇所 

【目標値】協議会の専門部会の設置数及び
実施回数の見込み【 新規 】 

協議会の専門部会設置数：1箇所 
実施回数：12 回 
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（６）障害福祉サービス等の質の向上のための体制の構築 

【 第６期障がい福祉計画の達成状況 】 

本町職員が障害者総合支援法の具体的内容を理解し、障害福祉サービス等の利用

状況の把握・検証を行うとともに、適正な運営を行っている事業所を確保していく

ことにより、利用者が必要とするサービス等を提供していくため、令和 5（2023）

年度末までに、障害福祉サービス等に係る各種研修の活用や障害者自立支援審査支

払等システムによる審査結果の共有、指導監査結果を関係自治体等と共有すること

を目標としました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

県が実施する障害福祉サービス等に係る各種

研修その他の研修への町職員の参加人数 

令和5年度 目標：2人 

令和5年度末までに、基本指針に

掲げる障害福祉サービス等の質

を向上させるための取り組みに

関する事項を実施する体制を構

築することを基本とする。 

令和4年度 実績：1人 

障害者自立支援審査

支払等システム等に

よる審査結果の共有 

審査結果の分析結果

を事業所及び関係自

治体等と共有する体

制の有無 

令和5年度 目標：有 

令和4年度 実績：無 

審査結果の分析結果

を事業所及び関係自

治体等と共有した実

施回数 

令和5年度 目標：1回 

令和4年度 実績：0回 

 
 

【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度末までに、市町村において、障害福祉サービ

ス等の質を向上させるための取り組みに係る体制を構築することを定めています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組み

に関する事項を実施する体制の構築 
構築済み 

令和8年度末までに、基本指

針に掲げる障害福祉サービ

ス等の質を向上させるため

の取り組みに関する事項を

実施する体制を構築するこ

とを基本とする。 

【目標値】県が実施する障害福祉サービス等に係る各種研修その

他の研修への町職員の参加人数 
1人 

【目標値】障害者

自立支援審査支

払等システム等

による審査結果

の共有 

審査結果の分析結果を事業所及び関係自治体

等と共有する体制の有無 
無 

審査結果の分析結果を事業所及び関係自治体

等と共有した実施回数 
0回 
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（７）発達障がい者等に対する支援 

【 第７期障がい福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和８（2026）年度末までに、市町村において、ペアレントトレ

ーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者数（保護者）及び

実施者数（支援者）、ペアレントメンター及びピアサポートの活動への参加人数の見

込みについて定めるよう努めることとされています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】ペアレントトレーニングやペア

レントプログラム等の支援プログラム等の

受講者数（保護者）及び実施者数（支援者）

の見込み 

受講者数（保護者）：5人 

実施者数（支援者）：5人 
令和8年度末までに、市町村におい

て、ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数（保護者）及び

実施者数（支援者）、ペアレントメ

ンター及びピアサポートの活動へ

の参加人数の見込みについて定め

るよう努めること。 

【目標値】ペアレントメンターの人数の 

見込み 
1人 

【目標値】ピアサポートの活動への参加 

人数の見込み 
18人 

 
  



 

35 

 

 

 
 

２．サービス見込み量 
 
 

（１）訪問系サービス 

① 居宅介護 

居宅における入浴、排せつ又は食事の介護等を行います。 
 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常時介護を要する障がい者に対し、居宅における入浴、排

せつ又は食事の介護、外出時における移動中の介護等を総合的に行います。 
 

③ 同行援護 

重度の視覚障がいで移動に困難を有する障がい者等に対し、外出時に同行し、移

動時及びそれに伴う外出先の援護（視覚的情報の支援、排せつ・食事等の介護）を

行います。 
 

④ 行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する障がい者で常時介

護を要する人が、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時

における移動中の介護等を行います。 
 

⑤ 重度障害者等包括支援 

重度の障がい者等に対し、居宅介護、同行援護、重度訪問介護、行動援護、生活

介護、短期入所、共同生活援助、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援を包括

的に提供します。 
 

◆ 訪問系サービスの実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3度 

令和 

4度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

居宅介護 
時間分 197 239 250 250 250 250 

人 18 15 19 19 19 19 

重度訪問介護 
時間分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

同行援護 
時間分 32 6 10 10 10 10 

人 3 1 2 2 2 2 

行動援護 
時間分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

重度障害者等

包括支援 

時間分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 
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【 見込み量の確保の方策 】 

○ 居宅介護の利用を中心とした需要に対応できるよう、計画的なサービスの提供

とともに、ヘルパーの人材確保とサービスの質の維持・向上を支援します。また、

施設から地域生活へ移行する障がい者への適切なサービスに努めます。 
 
 

（２）日中活動系サービス 

① 療養介護 

医療と常時介護を必要とする障がい者に対し、医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活上の世話を行います。 
 

◆ 療養介護の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

療養介護 人 2 2 2 2 2 2 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）や筋ジストロフィー患者、重症心身障がい者に対

応できる医療施設は限られているため、広域的なサービスの確保を図りながら、

障がい者のニーズや支援計画に応じた適切なサービスの提供に努めます。 
 
 

② 生活介護 

常時介護を必要とする障がい者に対し、主として昼間において行われる、入浴、

排せつ又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供等を行います。 
 

◆ 生活介護の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

生活介護 
人日分 586 623 640 640 640 640 

人 29 30 30 30 30 30 

 重度障がい者 人 － － 27 27 27 27 

 重度障がい者以外 人 － － 3 3 3 3 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 障害福祉サービス事業所や介護部門など他機関とも連携を図りながら、利用者

がサービスを適切に選択・利用できるよう、計画的な障害福祉サービスの提供や

情報提供の実施に努めるとともに、サービスの質の維持・向上を支援します。 
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③ 短期入所（ショートステイ） 

居宅において介護を行う者の疾病その他の理由により、必要な介護を受けられな

い障がい者等に対して、短期間の入所によって、入浴、排せつ、又は食事の介護等

を行います。 
 

◆ 短期入所（福祉型・医療型）の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

短期入所（福祉型） 
人日分 36 44 45 45 45 45 

人 13 13 13 13 13 13 

 重度障がい者 人 － － 6 6 6 6 

 重度障がい者以外 人 － － 7 7 7 7 

短期入所（医療型） 
人日分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 障がい者の地域生活を支える重要な機能として整備が必要であり、広域的な調

整により全体量・質の向上を図り、緊急時に受入ができる体制確保に努めます。 
 

（３）訓練・就労系サービス 

① 自立訓練（機能訓練、生活訓練（宿泊型を含む。）） 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又

は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

機能訓練は、身体障がい者を対象とし、理学療法や作業療法等の身体的リハビリ

テーションや歩行訓練、コミュニケーション・家事等の訓練を実施するとともに、

日常生活上の相談支援、関係サービス機関との連絡・調整を通じて地域生活への移

行を目指します。 

生活訓練は、知的障がい者・精神障がい者を対象とし、食事や家事等の日常生活

能力向上のための支援を実施するとともに、日常生活上の相談支援、関係サービス

機関との連絡・調整を通じて地域生活への移行を目指します。 
 

◆ 自立訓練の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日分 54 27 54 54 54 54 

人 2 1 2 2 2 2 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 
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【 見込み量の確保の方策 】 

○ 障害福祉サービス事業所など他機関とも連携を図りながら、利用者がサービス

を適切に選択・利用できるよう、計画的な障害福祉サービスの提供や情報提供の

実施に努めるとともに、サービスの質の維持・向上を支援します。 
 
 

② 就労選択支援【 新規 】 

就労を希望する障がい者が、就労支援サービスを利用し始める段階で就労アセス

メントの機会を設けることにより、希望や能力に合う仕事探しを支援し、関係機関

との橋渡しを担います。 
 

◆ 就労選択支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

就労選択支援 人 － － － － 0 0 

注）新規サービスのため、令和 3年度から令和 5年度までの実績はありません。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 就労を希望する利用者が、本人の希望に添った選択ができるよう、関係機関やサ

ービス提供事業所と連携を図り、適切なサービス提供基盤を確保します。  
 
 

③ 就労移行支援 

一般企業等への就職又は在宅での就労・起業を希望する 65 歳未満の障がい者に

対し、一定期間（最長 2年間）にわたり、事業所内や企業における生産活動等の機

会を通じて就労に必要な知識・能力の向上のために必要な訓練を行います。 
 

◆ 就労移行支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

就労移行支援 
人日分 79 71 75 75 90 105 

人 4 5 5 5 6 7 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 計画的なサービスの提供を図りながら、一般就労につながるようサービスの質の

維持・向上を支援します。また、利用者への情報提供の実施に努めます。  
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④ 就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 

一般企業に就労することが困難な障がい者に対し、就労の機会を提供するとともに、

生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、知識及び能力の向上のために必要な訓

練を行います。 

就労継続支援（Ａ型）では、就労移行支援事業を利用したが企業等の雇用に結びつ

かなかった人、特別支援学校の卒業後就職活動を行ったが企業等の雇用に結びつかな

かった人、就労経験があるが現に雇用関係の状態にない人等で、65 歳未満の障がい

者に対し、事業所との雇用契約に基づく生産活動等の機会を通じて就労に必要な知

識・能力の向上のために必要な訓練を行います。また、知識・能力の高まった人に対

し、一般就労に向けた支援を行います。 

就労継続支援（Ｂ型）では、企業等や就労継続支援（Ａ型）での就労経験を持つ

ものの年齢や体力の面で雇用されることが困難となった人や、就労移行支援事業を

利用したが企業等や就労継続支援事業（Ａ型）の雇用に結びつかなかった人、両者

に該当しないが 50歳に達している人や試行の結果、企業等の雇用、就労移行支援

事業や就労継続支援（Ａ型）の利用が困難と判断された人等に対し、雇用契約は結

ばずに生産活動等の機会を提供します。また、知識・能力の高まった人に対し、一

般就労に向けた支援を行います。 
 

◆ 就労継続支援Ａ型・Ｂ型の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

就労継続支援

（Ａ型） 

人日分 234 245 240 240 260 280 

人 11 12 12 12 13 14 

就労継続支援

（Ｂ型） 

人日分 735 760 760 760 780 800 

人 38 40 40 40 41 42 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 関係機関と連携を図りながら、計画的なサービスの提供とともに、作業を通じて

社会性やコミュニケーション力向上が実現できるよう、サービスの質の維持・向

上を支援します。また、利用者への情報提供や移動手段の確保に努めます。 
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⑤ 就労定着支援 

一般就労した障がい者に対し、相談を通じて就労に伴う生活面の課題を把握する

とともに、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要とな

る支援を一定期間行います。具体的には、企業・自宅等への訪問等により、当事者

自身の生活リズム、家計や体調の管理等に関する課題解決に向けて、必要な連絡調

整や指導・助言等の支援を行います。 
 

◆ 就労定着支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

就労定着支援 人 1 3 3 3 3 3 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 利用者の就労が継続できるように、サービス提供事業所と連携し、サービスの利

用状況、一般就労へ移行する方の把握、適切なサービス利用につなげるとともに、

提供基盤を確保します。 
 
 

⑥ 自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的

障がい者や精神障がい者等に対し、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、

一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい者の理解力、

生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行います。 
 

◆ 自立生活援助の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

自立生活援助 人 0 0 0 0 0 0 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 町外施設も含め、利用者のニーズに応じたサービスを受けることができるよう

提供体制の確保や情報提供を行います。 
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（４）居住支援・施設系サービス 

① 共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日に、障がい者が共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ又は食事

の介護、その他の必要な日常生活上の援助を行います。 

 

◆ 共同生活援助の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

共同生活援助 人 16 17 17 17 17 17 

 重度障がい者 人 － － 4 4 4 4 

 重度障がい者以外 人 － － 13 13 13 13 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 共同生活援助は、親亡き後の生活の場として、必要性が高まることも予想される

ため、広域的な調整による計画的なサービスの提供を図りながら、障がい者の生

活能力が高まるよう、サービスの質の維持・向上を支援します。 
 
 

② 施設入所支援 

施設に入所している障がい者に対して、主に夜間における入浴、排せつ等の介護

や日常生活上の相談支援等を行います。 
 

◆ 施設入所支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

施設入所支援 人 14 14 14 14 14 14 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 施設入所支援については、入所者の意向に配慮しつつ、介助者との連携を図ると

ともに、計画期間の目標を視野に入れながら、地域への移行を推進します。 
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（５）相談支援サービス 

① 計画相談支援 

障害福祉サービスを利用する障がい者及び地域相談支援を利用する障がい者を

対象に、支給決定を行う際にサービス利用計画を作成するとともに、サービスの利

用状況の検証を行い、計画の見直しを行います。 

 

② 地域移行支援 

障がい者施設に入所している障がい者や入院している精神障がい者等を対象に、

住居の確保その他の地域生活に移行するための活動に関する相談支援を行います。 

 

③ 地域定着支援 

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した人、地域

生活が不安定な人等を対象に、常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して

生じる緊急事態等に対する相談や緊急訪問、緊急対応等の支援を行います。 

 

◆ 相談支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

計画相談支援 人 38 43 43 43 43 43 

地域移行支援 人 0 0 0 0 0 0 

地域定着支援 人 1 1 3 3 3 3 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 相談支援事業所と調整し、対象者に対して適切なサービス提供を行います。 
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（６）発達障がい者等に対する支援 

① ペアレントプログラム、ペアレントトレーニングの導入 

保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、

適切な対応ができるよう、ペアレントプログラム、ペアレントトレーニングを導入

し、発達障がい者（児）及びその家族に対する支援体制の構築を図ります。 

 

 

ペアレントトレーニングとは、保護者等が子どもの「行動」に直接介入する方法

や技術を学ぶものです。また、ペアレントプログラムは、保護者等が子どもの「行

動」そのものをまずきちんと捉えられるようになることを目標としており、ペアレ

ントトレーニングの前段階の基本プログラムとして位置付けられています。 

 

 

② ペアレントメンター養成等事業 

県のペアレントメンター養成事業によってペアレントメンターを養成し、発達障

がい者（児）やその家族に対する支援体制の構築を図ります。 

 

 

ペアレントメンターとは、発達障がいの子どもを育てた保護者等が、その育児経

験を活かし、子育てで同じ悩みを抱える保護者等にとっての「信頼のおける仲間」

として活動するものです。同じ親という立場からグループ相談や子どもの特性を伝

えるサポートブックづくり、情報提供等の活動に当たります。 

 

 

③ ピアサポート推進事業 

ピアサポートの推進及び青年期の居場所づくり等を行い、発達障がい者（児）及

びその家族に対する支援体制の構築を図ります。 

 

 

ピアサポートとは、同じ課題や環境を体験する人がその体験から来る感情や必要

な情報を共有したり、共通した悩みや問題の解決に協同して取り組んだりする取り

組みです。身体障がい者自立生活運動で始まり､専門職による支援では得がたい安

心感や自己肯定感を得られることから、知的障がいや精神障がい等の他分野にも定

着し始めています。 
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３．地域生活支援事業 
 
 

（１）必須事業 

① 理解促進研修・啓発事業 

障がい者が日常生活及び社会生活を送る上で生じる「社会的障壁」をなくすため、

地域の住民に対して、障がい者に対する理解を深めるための研修会やイベントの開

催、啓発活動等を行います。 

障がい者週間啓発事業やタウンミーティング、障がい児発達支援研修・啓発事業

に取り組み、同時に広報による周知・啓発を行っています。 

地域共生社会の考え方のもと、障がい者への理解を促すための事業を引き続き行

います。 
 

◆ 理解促進研修・啓発事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

理解促進研修・啓発

事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 有 有 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 町の広報紙及びホームページを活用し、理解促進研修・啓発事業に努めるととも

に障がいについての理解を深めるためのイベント等を町内の事業者等と協力し

ながら実施し、障がい者や障がい児が施設を利用しやすくなるように努めます。 
 
 

② 自発的活動支援事業 

障がい者等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がいのあ

る人、その家族、障がい者団体、ボランティア団体、地域住民等が地域において自

発的に行う活動を支援します。 
 

◆ 自発的活動支援事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

自発的活動支援事業 
実施の 

有無 
無 無 無 無 無 無 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 町のボランティア団体や親の会・当事者団体など各種団体において行われる活

動を支援し、障がい者の自立と社会活動への参加促進を図ります。 



 

45 

 

 

 

③ 相談支援事業 

地域の障がい者（児）とその保護者及び介護者等からの相談に応じ、必要な情報

の提供や権利擁護のための援助を行い、自立した生活ができるよう支援します。 

本町では、障がいのある人の一般的な相談支援を行うとともに、障がい児、障が

い者虐待、差別解消、地域移行に関する専門分野の相談支援を指定相談支援事業所

に委託して、基幹相談支援センターを設置・運営しています。 
 

◆ 相談支援事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

相談支援事業 箇所 1 1 1 1 1 1 

基幹相談支援 

センター 
設置の有無 有 有 有 有 有 有 

機能強化事業 実施の有無 有 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援 

事業 

実施の 

有無 
無 無 無 無 無 無 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 相談支援事業については、町が委託している障害者相談支援事業所と連携し、町

民やサービス事業者等に対して利用調整を図ります。 

○ 地域の中核的役割を担う基幹相談支援センターについては、二市三町の共同委

託により実施します。 

○ 町内関係機関との連携を強化して、計画の策定や進行管理、相談支援の報告、意

見、地域生活支援事業に対する意見調整などを「松島町障害福祉自立支援推進委

員会」で行います。 

○ 宮城東部地域自立支援協議会では、法律に沿った圏域サービスや相談支援など

から課題となるものについて情報共有を行い、調整・検討に努め、効果的な体制

づくりを図ります。 
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④ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的障がいのある人又は精神

障がいのある人に対して、制度の利用を支援し、権利擁護を図ります。 

また、成年後見制度法人後見支援事業として、成年後見制度における法人後見活

動を支援するために、実施団体に対する研修、安定的な実施のための組織体制の構

築、専門職による支援体制の構築等を行います。 

 

◆ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

成年後見制度利用 

支援事業 
件 0 1 0 0 0 0 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

実施の 

有無 
無 無 無 無 無 無 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 成年後見が必要となる知的障がい者又は精神障がい者が利用できるよう相談支

援事業所や関係機関との協力・連携体制の強化に努めます。 

○ 法人後見を行う団体が現在町にないため、利用者のニーズを考慮しつつ、今後、

関係機関と連携を図りながら事業の実施について検討していきます。 
 
 

⑤ 意思疎通支援事業等 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚又はその他の障がいのため、意思疎通を図るこ

とに支障がある人のために、手話通訳者や要約筆記者の派遣、点訳、代筆、代読又

は音声訳による支援等を行います。 
 

◆ 意思疎通支援事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

手話通訳者・要約 

筆記者派遣事業 
件 1 1 1 1 1 1 

手話通訳者設置事業 人 0 0 0 0 0 0 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 
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【 見込み量の確保の方策 】 

○ 手話通訳者や要約筆記奉仕員派遣については、一般社団法人宮城県聴覚障害者

協会などに委託しており、今後も、現行体制を継続し、協力機関から資格者の派

遣を受けて支援を実施するとともに、障がいのある人への理解促進と周知、支援

事業のＰＲに努めます。 
 
 

⑥ 日常生活用具給付等事業 

障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付又は貸与を行い日

常生活の便宜を図ります。 

 

◆ 日常生活用具給付等事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

介護・訓練支援用具 件/年 2 0 2 2 2 2 

自立生活支援用具 件/年 1 1 2 2 2 2 

在宅療養等支援用具 件/年 0 2 2 2 2 2 

情報・意思疎通支援

用具 
件/年 14 10 12 12 12 12 

排せつ管理支援用具 件/年 350 447 450 450 450 450 

居宅生活動作補助 

用具（住宅改修費） 
件/年 2 1 2 2 2 2 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 相談支援事業や広報紙等を通して事業の周知を図るとともに、関係機関との連

携のもと、利用者の状況の変化や障がいの特性に応じて適切に対応できるよう

努めます。 
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⑦ 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者との交流活動の促進、市区町村の広報活動等の支援者として期待され

る手話奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取得した者）の養成研修を行います。 

 

◆ 手話奉仕員養成研修事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

手話奉仕員養成研修

事業 
修了者数 0 0 0 0 1 1 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 近隣市町村と協同し、事業継続と研修の周知や啓発に努めるとともに、その充

実を図っていきます。 
 
 

⑧ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がい者等に対して社会生活を営む上で必要となる外出

及び余暇活動等を実現させるための外出（概ね 8時間で用務を終えることが可能な

公共交通機関等による外出。ただし、通院・通勤・通学及び社会通念上本制度を適

用することが適当でない外出は除く。）を支援します。 

 

◆ 移動支援事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

移動支援事業 

人/年 8 7 7 7 7 7 

時間/年 556 396 400 400 400 400 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 個別支援型として、ガイドヘルパーやボランティア等によるマンツーマンの支援

を行います。 

○ 今後は、介助者の高齢化、移動支援のニーズの高まりが想定されます。事業を実施

する上での課題を把握するとともに、ニーズに対応できるよう、サービスを担う人

材の確保を図ります。 
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⑨ 地域活動支援センター事業 

障がい者に対して、創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流を促

進します。 

 

◆ 地域活動支援センター事業の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

地域活動支援 

センター事業 

事業所数 1 1 1 1 1 1 

利用者数 8 8 8 8 8 8 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

注）利用者数は１日当たりの実利用者数（平均） 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 地域活動支援センターを拠点として実施体制の強化を図り、利用者が障がい特性

に応じて活動できる場として、利用者のニーズ等を踏まえ、多角的なサービス提

供に努めます。 

○ 普及啓発活動及び相談支援の場として活用していきます。 
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（２）任意事業 

① 日常生活支援 

訪問入浴サービスでは、重度の障がい者や難病患者で一人での入浴が困難な場合

の入浴支援や介護者の入浴介助の負担軽減のため、移動入浴車による居宅での入浴

サービスを提供します。 

日中一時支援事業では、障がい者（児）を一時的に預かることにより、日常的な

訓練を行うとともに、障がい者（児）の家族に対する就労支援及び介護負担の軽減

を図ります。 

巡回支援専門員整備では、発達障がい等に関する知識を持つ専門員が保育所や幼

稚園・放課後児童クラブ等の子どもやその親が集まる施設・場を巡回し、職員や保

護者等に対し、障がいの早期発見・早期対応のための助言等の支援を行います。 
 

◆ 日常生活支援の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

訪問入浴サービス 人/年 3 2 2 2 2 2 

日中一時支援事業 人/年 1 2 2 2 2 2 

巡回支援専門員整備 件/年 18 19 20 20 20 20 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 日中一時支援は、今後、介助者の高齢化や家庭環境の変化による利用者の増加が

想定されることから、必要な人に適切にサービスの提供ができるよう、希望を的

確に把握しながら、関係機関や障害福祉サービス事業所と連携して、利用者の支

援計画に対応する事業の実施に努めます。 

○ 地域活動支援センターにおいて、小学生までの障がい児及び保護者の日中活動

の場として活用します。また、保育所等の子どもや保護者が集まる施設及び場に

巡回支援等を実施し、発達が気になる段階から支援を行います。 
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② 社会参加支援 

点字・声の広報では、文字による情報入手が困難な視覚障がい者等のために、点

訳・音声訳その他障がい者に分かりやすい方法により、必要な情報提供を行います。 

自動車運転免許取得・改造費助成事業では、自動車運転免許の取得や自動車の改

造に要する経費の一部を助成します。 
 

◆ 社会参加支援の実績と目標事業量 

種 類 単 位 

第6期計画期間 第7期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

点字・声の広報 件/年 0 0 0 1 1 1 

自動車運転免許取

得・改造費助成事業 
件/年 0 0 0 1 1 1 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 声の広報では、町の広報をＣＤ等に朗読・録音し、提供します。 

○ 今後も、必要な人が適切にサービスを利用できるよう、各種サービス・制度の周知

を図ります。 
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第３章 障がい児福祉計画 
 
 

１．第２期成果目標の達成状況・第３期成果目標の設定 
 
 

（１）児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 

【 第２期障がい児福祉計画の達成状況 】 

児童発達支援センターについては、町内若しくは圏域内に 1箇所設置を目標とし

ていました。 

保育所等訪問支援を利用できる体制づくりについては、令和元年度で、圏域での

整備となっています。 

令和 5（2023）年度末までに、児童発達支援センターを中核とした重層的な地域

支援体制の整備と充実を図ります。また、障がい児の地域社会への参加や包容（イ

ンクルージョン）を推進するため、保育所等訪問の実施体制の充実を目指しました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

児童発達支援センターの設置 

令和5年度 目標：圏域で1箇所 令和5年度末までに児童発達支援セ

ンターを各市町村（圏域での設置

可）に1箇所以上設置することを基

本とする。 令和4年度 実績：圏域で1箇所 

保育所等訪問支援を利用できる体制 

づくり 

令和5年度 目標：圏域で整備 令和5年度末までに、全ての市町村

において、保育所等訪問支援を利用

できる体制を確保する。 令和4年度 実績：圏域で整備 

 
 

【 第３期障がい児福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和 8（2026）年度末までに、児童発達支援センターを市町村ま

たは市町村圏域ごとに１か所以上設置することを定めています。 

また、障がいのある児童の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進

するため、市町村又は圏域に設置された児童発達支援センターが保育所等訪問支援

を実施することなどにより、令和 8（2026）年度末までに、市町村において、保育

所等訪問支援を利用できる体制を構築することを定めています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】令和8年度末の児童発達

支援センター数 
圏域で1箇所 

令和8年度末までに、児童発達支援

センターを市町村又は市町村圏域

ごとに1か所以上設置すること。 

【目標値】障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージョン）の推

進体制 

整備時期：令和8年度 

令和8年度末までに、障害児の地域

社会への参加・包容（インクルージ

ョン）の推進体制を構築すること。 

【目標値】令和8年度末の事業所数 1事業所 令和8年度末の事業所数 
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（２）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ 

サービス事業所の確保 

【 第２期障がい児福祉計画の達成状況 】 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所については、令和元年度で圏域での設置となっています。 

令和 5（2023）年度末までに、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けるこ

とができるよう、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所の確保と支援の充実を目指しました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

重症心身障がい児を支援する児童発

達支援事業所 

令和5年度 目標：圏域で1箇所設置 
令和5年度末までに、主に重

症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所

を各市町村（圏域での設置

可）に少なくとも1箇所以上

確保する。 

令和4年度 実績：圏域で1箇所設置 

重症心身障がい児を支援する放課後

等デイサービス事業所 

令和5年度 目標：圏域で1箇所設置 

令和4年度 実績：圏域で1箇所設置 

 
 

【 第３期障がい児福祉計画の目標値 】 

国の指針では、令和 8（2026）年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を市町村に少なくとも１事業

所以上確保することを定めています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】令和8年度末の主に重症

心身障害児を支援する児童発達支援

事業所数 

1事業所 

令和8年度末までに、主に重

症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を

市町村に少なくとも１事業

所以上確保すること。 

【目標値】令和8年度末の主に重症

心身障害児を支援する放課後等デイ

サービス事業所数 

1事業所 
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（３）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネータ

ーの配置 

【 第２期障がい児福祉計画の達成状況 】 

医療的ケア児が適切な支援を受けることができるよう、関係機関の協議の場にて、

保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るとともに、医療

的ケア児等に関するコーディネーターを配置し、医療的ケア児に対する支援の充実

を図ることを目標としました。 
 

項 目 目標・実績 考え方 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場の設置 

令和5年度 目標：圏域で設置 令和5年度末までに各市町村（圏域

での設置可）において、保健、医療、

障がい福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場

を設けることを基本とする。 令和4年度 実績：圏域で設置 

医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターの配置 

令和5年度 目標：圏域で設置 令和5年度末までに医療的ケア児

に対する協議の場とともに、医療

的ケア児に対する関連分野の支援

を調整するコーディネーターを配

置する。 令和4年度 実績：圏域で設置 

 
 

【 第３期障がい児福祉計画の目標値 】 

国の指針では、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、令和 8（2026）

年度末までに、市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関

等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーデ

ィネーターを配置することを定めています。 
 

項 目 目 標 考え方 

【目標値】令和8年度末の医療的ケ

ア児等支援のための関係機関の協議

の場の設置状況 

圏域で設置済み 
令和8年度末までに、市町村におい

て、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図る

ための協議の場を設けるととも

に、医療的ケア児等に関するコー

ディネーターを配置すること。 

【目標値】令和8年度末の医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターの

配置数 

１人 

【目標値】令和8年度末の医療的ケ

ア児に対する関連分野の支援を調整

するコーディネーターの配置数 

１人 
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２．サービス見込み量 
 
 

（１）障害児支援 

① 放課後等デイサービス 

学校通学中の障がい児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中に、生活能力向上

のために必要な訓練と、社会との交流の促進を行います。 
 

◆ 放課後等デイサービスの実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

放課後等デイ

サービス 

人日分 130 196 196 196 207 218 

人 15 17 17 17 18 19 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 放課後等デイサービスの利用者ニーズは高い傾向にあります。障がい児及びそ

の家族にニーズを確認し、適切にサービス提供ができるように情報提供体制の

整備に取り組みます。 
 
 

② 児童発達支援 

未就学の障がい児に、日常生活における基本的動作の支援、知識や技能の習得又

は集団生活への適応のための訓練、その他必要な支援を行います。 

 

◆ 児童発達支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

児童発達支援 
人日分 115 127 127 127 135 143 

人 13 16 16 16 17 18 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 圏域及び近隣の事業所との連携を強化し、早期療育の実現ができるサービス提

供基盤の整備を図ります。 
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③ 医療型児童発達支援 

肢体不自由等のある障がい児に、日常生活における基本的動作の支援、知識や技能

の習得又は集団生活への適応のための訓練、その他必要な支援及び治療を行います。 

 

◆ 医療型児童発達支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

医療型児童 

発達支援 

人日分 0 0 0 0 0 0 

人 0 0 0 0 0 0 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 医療型児童発達支援は、医療施設でのみ実施が可能な事業であることから、必要

とする障がい児とその保護者のニーズに対応するため、医療機関との連携を図

り、サービスの情報提供体制の整備に努めます。 
 
 

④ 障害児相談支援 

障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）を利用する前に障が

い児支援利用計画を作成し（障害児支援利用援助）、通所支援開始後、一定期間ご

とにモニタリングを行う（継続障害児支援利用援助）等の支援を行います。 

 

◆ 障害児相談支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

障害児相談支援 人 16 14 16 16 16 16 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 相談支援事業所と調整し、対象者に対して適切なサービス提供を行います。 
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⑤ 居宅訪問型児童発達支援 

障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の習

得等の支援を実施します。 

 

◆ 居宅訪問型支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

居宅訪問型児

童発達支援 

人日分 0 0 0 4 4 4 

人 0 0 0 1 1 1 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 関係機関との連絡調整を図り、町内及び近隣自治体との広域的な調整によるサ

ービスの確保に努めます。 
 
 

⑥ 保育所等訪問支援 

保育所に通う障がいのある子どもに集団生活のサポートや対象児の成長、発達を

保護者・保育士が共有し支援を行います。 

 

◆ 保育所等訪問支援の実績と将来推計 

種 類 単 位 

第2期計画期間 第3期計画期間 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

保育所等訪問

支援 

人日分 0 0 0 4 4 4 

人 0 0 0 1 1 1 

注）令和 3 年度及び令和 4 年度は実績（各年度 3月利用分）。令和 5 年度から 8 年度までは見込み。 

 

【 見込み量の確保の方策 】 

○ 障がいのある子どもを、地域で安心して育てられる環境づくりは重要であり、適

正な運用が図られるよう、関係機関及び広域圏のサービス提供事業所と連携を

図りながら、利用者に必要な情報を提供できるよう、サービスの周知、基盤の整

備に努めます。 
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計画の推進・運営方策 
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第４章 計画の推進・運営方策 
 
 

１．円滑な実施のために必要な施策の方向性 
 
 

（１）障がい者等に対する虐待の防止 

◇ 虐待により、尊厳を保持しながら安定した生活を送るという権利を損なわれるこ

となく、自分の意思で決定しながら生活できるよう、障がい者自身の権利意識を

高めるための支援をします。 

◇ 家族等に対する相談支援や交流機会の充実、家族等が抱える課題の解決に向けた

支援等により、養護者の心身の負担軽減を図ります。 

◇ 障がい者施設等に働きかけ、従事者の虐待防止に対する理解を深める取り組みや

虐待を早期発見・対応するための仕組みの整備を促進します。 

◇ 障がい者関係機関との連携を進め、虐待の早期発見と適切な対応がとれる体制の

強化を図ります。 

◇ 虐待防止法の趣旨及び内容について、関係機関・団体や学校、地域住民への周知

を図ります。 

 
 

（２）障がい者の社会参加等の促進 

◇ 関係団体等と連携しながら、スポーツ、文化芸術活動に触れる機会の充実を図る

とともに、自主的なサークル活動を支援します。 

◇ 各種大会やイベント、サークル活動等の情報を周知し、参加促進を図ります。 

◇ 県及び関係団体と連携し、障がい者スポーツの普及・啓発に努めます。 
 
 

（３）障がいを理由とする差別の解消の促進 

◇ 施設、職場、家庭等、様々な場面における直接的・間接的差別の禁止に向け、障

がいに対する偏見や社会的排除、制約等、障がいに基づくあらゆる差別に対する

認識を深めるための研修を行います。 

◇ 障がいを理由とした差別に対する相談に適切に対応できる体制を整備するととも

に、専門機関との連携強化を図ります。 

◇ 広報・啓発活動等を通して、障がい特性に応じた合理的配慮に対する理解や提供

義務についての周知を図り、日常生活及び社会生活上における様々な場面で合理

的配慮の提供を促進します。 
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２．推進方策 
 
 

（１）法令・制度改正への対応 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）」及び「児童福祉法の一部を改正する法律」等を踏まえ、対象者に対して適切な

サービスを提供できる体制の整備に努めます。 
 
 

（２）自立支援給付サービスの運用適正化の方針 

障がい者・児への利用サービス提供が、自立支援に資する目的に沿って実施されて

いるか、事業者による不正、又は不適正なサービス実施が行われてはいないか等サー

ビス提供状況の把握に努め、サービス事業者に対する指導を県と協力して行い、指定

相談支援事業所等関係機関と連携し、自立支援給付サービスの適正化に努めます。 
 
 

（３）関係機関との連携 

自立支援給付認定の公平かつ円滑な審査体制を維持するため、塩竈市、多賀城市、

松島町、利府町、七ヶ浜町の広域体制化で塩釜地区消防事務組合に委託し、障害支援

区分に係る審査会を実施します。 
 
 

（４）広域的な連携による体制づくり 

「宮城東部地域自立支援協議会」を活用した 2 市 3 町や近隣市町及びサービス事

業者との連携を更に進めるとともに、相互に情報交換を行うために組織づくりを強化

します。 

国、県などの関係機関と連携し、役割分担を行い、障がい者等サービス利用者が利

用しやすいサービス提供に努めます。 

そのため、町では障がい者等に町独自の施策だけでなく、利用目的に応じた国、県、

近隣市町、社会福祉協議会等のサービス提供団体などの情報提供に努めます。 
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Ｓ

Ｐ

ＤＣ

Ａ

調 査（Survey）

計 画（Plan）

実 行（Do）評 価（Check）

改 善（Action）

アンケート調査等により、

課題を明らかにします。

国が示す基本指針に則して、

計画を策定します。

策定した計画の内容を踏まえ、

目標達成に向けて実行します。
目標の達成状況の確認及び

施策の評価を行います。

評価の結果を踏まえ、必要に応じて

計画を見直します。

 
 

３．運営管理体制 
 
 

（１）運営管理及び評価機関の設置 

障害福祉サービス及び地域生活支援事業、障がい児支援等の円滑な運営管理を進め

るため、松島町障害福祉自立支援推進委員会を設置して、意見を反映する体制を整備

します。 

計画の進行管理・評価方法については、「Ｓ（Survey）」で調査を行い、「Ｐ（Plan）」

で計画を立て、「Ｄ（Do）」で実行し、「Ｃ（Check）」で評価し、「Ａ（Action）」

で見直しを行う「ＳＰＤＣＡサイクル」を活用します。 
 
 

図表 ＳＰＤＣＡサイクル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）苦情処理・要望等への対応 

障がい者等の様々な苦情や要望等に対応していくため、 相談窓口の機能を強化し

ます。各種の相談に応じるとともに、役場窓口、保健福祉センター、地域活動支援セ

ンター、社会福祉協議会等で苦情相談を実施するとともに、県等の関係機関と連携し

適切な対応に努めます。 
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資 料 編 
 
 

１．松島町障害福祉自立支援推進委員会設置要綱 
 
 

（松島町告示第２１１号） 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条に規定する障害者計画

及び障害者総合支援法（平成１７年法律第１２３号）第８８条に規定する障害福

祉計画及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の２０第１項に規

定する障害児福祉計画の策定に民意を反映させ、当該計画を適正に実施すること

を目的とし、松島町障害福祉自立支援推進委員会（ 以下「委員会」という。）を

設置する。 

（委員会の任務） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項について検討を行うものとする。 

(1) 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する事項 

(2) 障害者計画及び障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な 

実施を確保するために必要な事項 

２ 委員会は、検討の結果を町長に報告するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(1) 障害福祉サービス利用者の代表 

(2) 障害者自立支援に関し学識又は経験を有する者 

(3) 障害福祉サービスに関する事業に従事する者 

(4) 障害福祉ボランティア等 

３ 委員の任期は、３年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、 

前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（委員長等） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、必要に応じ委員長が招集し、その議長となる。 

（意見等の聴取等） 

第６条 委員長は、必要があると認めるときは、町の職員等に対して、出席を求め

て意見若しくは説明を聞き、又は必要な書類の提出を求めることができる。 
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（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、町民福祉課福祉班において処理する。 

附則（平成１８年松島町告示第２１１号） 

この要綱は、平成１８年１２月４日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
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２．松島町障害福祉自立支援推進委員会委員名簿 
 
 

区 分 氏 名 役 職 等 備 考 

サービス事業従事者 片倉 誠之助 
社会福祉法人 松の実福祉会 

松の実施設長 
 

サービス事業従事者 佐野 篤 
認定ＮＰＯ法人さわおとの森 

地域拠点センター センター長 
 

サービス事業従事者 赤間 亜由美 
社会福祉法人 松島町社会福祉協議会 

障がい者相談支援事業所相談支援専門員 
 

サービス事業従事者 今野 裕子 
一般社団法人 松島のかぜ 

施設管理責任者 生活支援員 
 

サービス利用者代表 佐藤 勝彦 
松島町障がい者福祉協会幹事 

身体障害者相談員 
【身体障害者】 

 

サービス利用者代表 引地 晃子 
サービス利用者の保護者 

【知的障害児】 
 

サービス利用者代表 若張 まさ子 
サービス利用者の保護者 

【精神（高次機能）障害者】 
 

サービス利用者代表 髙橋 まゆみ 
サービス利用者の保護者 

【知的障害者】 
～令和 5年

3月 31日 

サービス利用者代表 櫻井 和実 
サービス利用者の保護者 

【知的障害者】 
令和 5 年 

8月 31日～ 

学識経験者 平出 絵理 社会福祉士  

学識経験者 幕田 豊 
宮城県仙台保健福祉事務所 

地域保健福祉部 母子・障害第二班 班長 
～令和 5年

3月 31日 

学識経験者 片平 美絵 
宮城県仙台保健福祉事務所 

地域保健福祉部 母子・障害第二班 班長 
令和 5 年 

8月 31日～ 

（順不同、敬称略） 
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３．用語集 
 
 

用 語 説 明 

あ  行 

意思疎通支援 

事業 

地域生活支援事業の一つ。手話通訳者、要約筆記者を派遣する事業、手話通訳者を設置する事

業、点訳、代筆、代読等による支援事業など意思疎通を図ることに支障がある障がい者等とそ

の他の者の意思疎通を支援する。 

移動支援 地域生活支援事業の一つ。円滑に外出できるよう、移動を支援する。 

医療型児童発達

支援 
上肢や下肢、体幹の機能の障がいのある児童に対し、児童発達支援や治療を行うサービス。 

医療的ケア児 
病院以外の場所で「たんの吸引」や「経管栄養」等、生きていく上で必要な医療的援助を必要

とする児童。 

一般就労 
障がい者の就労の種類の一つ。労働基準法等に基づく雇用関係による一般の企業への就労の

こと。 

か  行 

ガイドヘルパー 

身体障がい者などの社会参加や通院などの外出時に、付き添いを専門的に行う介助員のこと。

重度の視覚障がい者や全身性障がい者が、社会生活上外出が不可欠な際、適当な付き添いが得

られない場合に派遣する。 

基幹相談支援 

センター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、相談支援に関する業務を総合的に

行うことを目的とする施設。 

共同生活援助

（グループホー

ム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行う障害福祉サービス。地域

の住宅（アパート、マンション、一戸建てなど）において数人の知的障がい者や精神障がい者、

身体障がい者などが、一定の経済的負担を負って共同で生活し、同居又は近隣に居住している

専任の世話人により食事の提供、相談その他の日常的な支援が行われる。 

居宅介護（ホー

ムヘルプ） 

居宅において、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相

談・助言等、生活全般にわたる援助を行う障害福祉サービス。 

居宅訪問型児童

発達支援 

障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を

実施する。 

権利擁護 

意思能力が十分でないため、生活の様々な場面で権利を侵害されやすい知的障がい者や認知

症高齢者などが、安心して日常生活を送ることができるよう、その権利の擁護や権利行使に関

する専門的な相談・援助を行うこと。 

高次脳機能 

障がい 

外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症として生じた記憶障がい、

注意障がい、社会的行動障がいなどの認知障がい等のこと。 

行動援護 

障がい者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動

中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な援助を行う障害福祉サービ

ス。 

合理的配慮 

障がい者から、社会の中にあるバリアを取り除くための対応が求められたときに、負担が重す

ぎない範囲でバリアの除去を行うこと。段差がある場合に補助したり、障がい者の特性に合わ

せて催し物の座席を決めたりするなど、様々な対応が考えられる。 

さ  行 

作業療法 
障がい者が社会復帰するためのリハビリテーションの一つ。身体を動かして作業することで、

社会生活に適応する能力を回復させる。医師の指示の下で、作業療法士が行う。 
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用 語 説 明 

作業療法士 
作業療法を専門に行う有資格者。理学療法士とともに、医学的リハビリテーションに従事する

者の身分制度として法的に認められている。 

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う障害福祉サービス。 

肢体不自由 
身体障がいの一つで、四肢（上肢・下肢）や体幹の機能に障がいがあることをいう。身体障害

者福祉法における障がいの分類では、最も対象者が多い。 

児童発達支援 
障がい児に、日常生活における基本的な動作の指導や知識・技能の付与、集団生活への適応訓

練等を行う障害児通所支援。福祉型と医療型がある。 

自発的活動支援

事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる

よう、障がい者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援を行う。ボランテ

ィア活動支援等。 

自閉症 

発達障がいの一つで、①対人関係の障がい、②コミュニケーションの障がい、③限定した常同

的な興味、行動及び活動、の特徴を持つ。現在では、何らかの要因で脳に障がいが起こったも

のとみなされており、知的障がいを伴う場合、伴わない場合がある。（知的障がいを伴わない

場合を特に「高機能自閉症」と呼ぶ。） 

社会資源 
社会的ニーズを充足する様々な物質や人材の総称。社会福祉では、社会福祉施設、備品、サー

ビス、資金、制度、情報、知識・技能、人材等のことを指す。 

社会福祉協議会 

社会福祉法の規定に基づき組織される地域福祉の推進を目的とする団体。社会福祉を目的と

する事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加するものとされており、

様々な福祉サービスや相談、ボランティア活動や市民活動の支援、共同募金など地域の福祉の

向上に取り組んでいる。略称は「社協」。 

重度障害者等 

包括支援 

重度の障がい者等に対し、居宅介護、同行援護、重度訪問介護、行動援護、生活介護、短期入

所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援を包括的に提供する障害福祉サ

ービス。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする方に、居宅において、入浴、排せつ及び食事等の

介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわ

たる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行う障害福祉サービス。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行う障害福祉サービス。 

就労継続支援

（Ａ・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な障がい者に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上の

ために必要な訓練を行う障害福祉サービス。雇用型（Ａ型）と非雇用型（Ｂ型）がある。 

就労定着支援 

一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対し、就労の継続を図るた

めに企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必要な連絡調整や指導・助言を行う障害福

祉サービス。 

手話通訳者 

話の内容やその場で起こっている音を手話に、又は手話を音声に変換して伝えるなどの通訳

者。厚生労働省の手話通訳士の試験等に合格し、聴覚障がい者の社会参加を支援するための専

門家。 

手話奉仕員 
手話を用いて、聴覚障がい者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として期

待される日常会話程度の手話表現技術を習得した者。 

手話奉仕員養成

研修事業 
地域生活支援事業の一つ。手話奉仕員の養成研修を行う。 

障害支援区分 
障害福祉サービスの利用に当たり、障がい者の支援の必要度を表す、6段階の区分（区分1～6：

区分6の方が必要度が高い）。区分に応じて適切なサービスやサービスの支給量が決められる。 
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用 語 説 明 

障害児相談支援 
障がい児の心身の状況や環境、保護者の意向等を考慮し、障害児支援利用計画案の作成を行う

障害児支援利用援助等の相談支援サービス。 

障害児入所施設 
入所した障がい児に対し、保護、日常生活の指導及び自活に必要な知識や技能の付与を行う施

設。福祉型と医療型がある。 

障害者基本法 

障がい者施策に関する基本的理念とともに、国や地方公共団体等の責務、障がい者のための施

策の基本となる事項を定めること等により、障がい者のための施策を総合的かつ計画的に推

進し、障がい者の自立とあらゆる分野の活動への参加を促進することを目的とする法律。 

障害者計画 
障害者基本法の規定に基づき、都道府県・市区町村が策定する計画で、障がい者のための施策

に関する課題、目標、具体的な方策などを定めるもの。 

障害者総合支援

法 

障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らせる地域社会の実

現に寄与することを目的とし、障がい者・障がい児が基本的人権を享有する個人として尊厳あ

る生活を営めるよう、必要な障害福祉サービスの給付や地域生活支援事業などの支援を総合

的に行うことを定めた法律。旧称は、「障害者自立支援法」。正式名称は、「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律」。 

障害福祉計画 

障害者総合支援法の規定に基づき、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供

体制の確保等に関して定める計画。国が示す基本指針に則して策定することが義務付けられ

ている。 

自立訓練 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のため

に必要な訓練を行う障害福祉サービス。機能訓練と生活訓練の2種類がある。 

自立支援医療 

障がいに係る公費負担医療制度間での負担の不均衡を解消するため、医療費のみに着目した

負担（精神通院医療）と、所得のみに着目した負担（更生医療・育成医療）を医療と所得の双

方に着目した負担とする仕組みに統合し、医療費の自己負担を原則1割とする公費負担医療制

度。 

自立生活援助 
一人暮らしを希望する障がい者等について、必要な理解力や生活力を補うために、定期的な訪

問や随時の対応により必要な支援を行う障害福祉サービス。 

身体障害者手帳 
身体障害者福祉法の規定に基づき交付される手帳であり、身体障がいの程度によって、1級か

ら6級までに区分される。 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動

又は生産活動の機会を提供する障害福祉サービス。 

精神障害者保健

福祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき交付される手帳であり、精神障がいの程

度によって1級から3級までに区分される。 

成年後見制度 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分であるために法律行為に

おける意思決定が不十分又は困難な者について、その判断力を補い保護支援する制度。支援す

る人（後見人等）を選任し、契約の締結等を代わりに行ったり、本人が誤った判断に基づいて

契約を締結した場合にそれを取り消したりできるようにするなど、地域で安心して生活でき

るように支援する。 

成年後見制度法

人後見支援事業 

地域生活支援事業の一つ。成年後見制度における法人後見活動を支援するために、法人後見実

施のための研修、法人後見の活動を安定的に実施するための組織体制の構築等を行う。 

成年後見制度利

用支援事業 

地域生活支援事業の一つ。障害福祉サービスを利用する知的障がい者や精神障がい者に対し、

権利擁護を図ることを目的とし、成年後見制度の利用について必要となる経費の全て又は一

部について補助を行う。 

相談支援事業 
地域生活支援事業の一つ。障がいのある方、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要

な情報の提供や権利擁護のための援助を行い、自立した生活ができるよう支援する。 
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用 語 説 明 

た  行 

短期入所 

（ショートステ

イ） 

自宅で介護する人が病気の場合等に、一時的に短期間、夜間も含め施設等で、入浴、排せつ、

食事その他の必要な介護等を行う障害福祉サービス。 

地域移行支援 

障がい者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する18歳以上の者等を対象として、地域

移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出の同行支援、住居確保、関係機関との調整等

を行う障害福祉サービス。 

地域活動支援 

センター 

地域の実情に応じ、創作的な活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等を行い、障が

い者の自立した地域生活を支援する場。当センターの運営は、地域生活支援事業として位置付

けられる。 

地域共生社会 

制度・分野ごとの縦割りや支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体

が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと

生きがい、地域を共に創っていく社会。 

地域自立支援 

協議会 

障がい者の地域生活を支援するために、多様な相談に対応し、保健、福祉、医療等の各種サー

ビスの総合的な調整を図る組織。主な役割としては、障がい福祉に関する情報の提供及び助

言、保健等サービスを必要とする障がい者一人ひとりの具体的な支援策の検討等。 

地域生活支援 

事業 

障がい者が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や本人の状

況に応じ、柔軟な形態により実施する事業。移動支援事業や、成年後見制度利用支援事業等。 

地域定着支援 
居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には

必要な支援を行う障害福祉サービス。 

地域包括ケア 

システム 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域で暮らし続けられるように、医療・介

護・介護予防・生活支援・住まい等の５つの分野で一体的に受けられる支援体制のこと。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等が外出する際に、当該障がい者等に

同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他

の当該障がい者等が外出する際に必要な援助を行う障害福祉サービス。 

特別支援学校 

視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不自由者又は病弱者に対して、幼稚園、小

学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障がいによる学習上又は生活上の困

難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とした学校。平成19年の学

校教育法改正前は、盲学校、聾学校及び養護学校だった。 

な  行 

難病 

難病法（難病の患者に対する医療等に関する法律）に基づく難病は、発病の機構が明らかでな

く、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期

にわたり療養を必要とすることとなるもの。 

このうち、当該難病の患者数が国内において厚生労働省令で定める人数に達せず、かつ、当該

難病の診断に関し客観的な指標による一定の基準が定まっていることその他厚生労働省令で

定める要件を満たすものを指定難病という。 

日常生活用具 

給付等事業 

地域生活支援事業の一つ。障がい者等の日常生活がより円滑に行われるための用具を給付又

は貸与すること等により、福祉の増進に資することを目的とした事業。 

任意事業 
地域生活支援事業のうち、必須事業でないものを指す。例えば、訪問入浴サービス、レクリエ

ーション活動等支援、成年後見制度普及啓発等。 
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用 語 説 明 

は  行 

発達障がい 

発達障害者支援法上の定義では、脳機能の障がいであって、その症状が通常低年齢において発

現するものと規定され、心理的発達障がい並びに行動情緒の障がいが対象とされている。自閉

症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障がい、注意欠陥多動性障がいなどが含まれ

る。 

ピアサポーター 自らの経験を活かし、悩みを持つ障がい者を支援する障がい者のこと。 

保育所等訪問 

支援 

保育所等を利用する障がい児、又は今後利用する予定の障がい児が、保育所等における集団生

活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、保育所等の安定した利用を促進するた

めの訪問支援。 

放課後等デイ 

サービス 

学校に就学している障がい児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上

のための訓練等を継続的に提供する障害児通所支援。 

法人後見 
社会福祉法人や社団法人、ＮＰＯ等の法人が成年後見人等となり、障がい者や高齢者等の判断

能力が不十分な人の保護・支援を行うこと。 

 ま  行 

民生委員・児童

委員 

厚生労働大臣から委嘱され地域で福祉の相談助言活動に従事している者。各地域に配置され、

地域に居住する子育てに悩んでいる人、高齢者・障がい者等の福祉に関する様々な相談に応

じ、福祉事務所や児童相談所等の各種関係機関への橋渡し等必要な支援活動を行っている。 

や  行 

要約筆記 
難聴者や失聴者などに、会議や講義などの内容を手書きやパソコンで入力した文章で伝える

こと。 

ら  行 

ライフステージ 人間の人生を段階区分したもの。幼少年期、青年期、壮年期、老年期などに分けた段階。 

理解促進研修・

啓発事業 

地域生活支援事業の一つ。市町村が実施する、地域社会の住民に対して障がい者等に対する理

解を深めるための研修、啓発イベントの開催等。 

理学療法 
病気・けが・高齢・障がい等によって運動機能が低下した状態にある人に対し、運動機能の維

持・改善を目的に運動・温熱・電気・水・光線等の物理的手段を用いて行う治療法。 

リハビリテー 

ション 

自己・疾病等により障がいを受けた人や、長期療養者を対象にして行う、機能回復と社会復帰

のための、総合的な療法・指導・訓練。 

療育 

「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障がい児やその家族、障がいに関し心

配のある方などを対象として、障がいの早期発見・早期治療、訓練等による障がいの軽減や基

礎的な生活能力の向上を図るため、相談、指導、診断、検査、訓練等の支援を行うこと。 

療育手帳 
知的障害者福祉法により知的障がいと判定された方に対して交付される手帳。一貫した指導・

相談を行うとともに、各種の支援を受けやすくするために交付される。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常

生活の世話を行う障害福祉サービス。 

 
 
 





 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７期松島町障がい福祉計画 

第３期松島町障がい児福祉計画 

 

発 行：令和６年３月 

発行者：宮城県松島町 

編 集：町民福祉課福祉班 

〒981-0215 

宮城県宮城郡松島町高城字帰命院下一19番地の1 

TEL 022-354-5706 

FAX 022-353-2041 

 






